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台湾政府は 2019 年 5 月 24 日に同性婚を合法化した。LGBTQ+性的マイノリティの権

利を守り、婚姻平等の実現をまい進したと国際的に脚光を浴びたが、法改正による従来の

婚姻制度変化は一時台湾社会で大きな波紋も広げた。にもかかわらず、同性婚合法化以来

2025 年末に累計約 1.7 万の同性カップルが婚姻届を提出し、世論の風向きも徐々に変わっ

てきたと思われる。本研究は制度変化が社会的態度を変えうるかについて実証的に分析し

ようと試みた。具体的に 2012 年に行われた第 6 期第３波台湾社会変遷調査(Taiwan Social 

Chang Survey)及び 2022 年に行われた同調査第 8 期第 3 波のデータを用いて、2019 年を

境に同性婚の合法化によって台湾社会における同性愛者への寛容度は変わったのであろう

か。 

被説明変数は 6 つで、「男性の同性愛者は女々しい」、「女性の同性愛者は男っぽい」な

どのステレオタイプから始め、次に交際中「同性愛者が街中でのキスは目障りか」、また

「同性愛者に結婚の権利はあるか」、さらに「男性の同性愛者は普通の異性夫婦並みに子

育てできるのか」、「女性の同性愛者も普通の異性夫婦並みに子育てできるのか」などの問

いに賛成を１、反対を 0 に。年齢、学歴、民族出身（原住民、本省人、外省人、外国

人）、宗教（仏教、道教、民間宗教、キリスト教及び無宗教者）、同性愛者の情報源（家

族、友人、同僚、民間団体、SNS など）をコントロールした上、差の差(difference in 

difference)の方法で同性婚合法化による台湾社会の同性愛への許容度が男女差または地域

差の変化を報告する予定である。具体的に、「同性愛者に結婚の権利はあるか」、「男性の

同性愛者は女々しい」、「男性の同性愛者は普通の異性夫婦並みに子育てできるのか」の３

つの問いに対して、同性婚合法化のあと台湾社会の同性愛への許容度が変わったことが実

証分析で観察できた。 


